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Ⅰ　水道事業会計
１　水道事業業務指標～直近５ヵ年の推移～
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２　【参考】平成29年度水道事業業務指標～中核市平均値との比較～

項

目
指標 単位 松山市 平均 算定式 備考

料

金

水

準

供給単価

(平成29年度)
円/ｍ3 163 171 低い方が良い

生

産

性

職員１人当たり

給水人口

(平成29年度)

人 3,169 2,462 高い方が良い

効

率

性

①

有収率

(平成29年度)
％ 95.4 91.0 高い方が良い

効

率

性

②

１人１日

平均給水量

(平成29年度)

ℓ 285 321 低い方が良い

安

全

性

①

基幹管路耐震適合率

（平成29年度）
％ 34.4 49.6 高い方が良い

安

全

性

②

配水池耐震化率

（平成29年度）
％ 76.0 55.2 高い方が良い

料金水準

生産性

効率性①

効率性②

安全性①

安全性②

松山市 中核市平均

基幹管路

耐震適合率

配水池耐震化率

供給単価

職員１人当たり
給水人口

有収率

１人１日平均給水量

100円/㎥

3000人

6000人

100％

50％

100％

100％

50％

250ℓ

350ℓ

50％

耐震適合性のある管路延長(基幹管路)

管路延長(基幹管路)
×100

年間総有収水量

年間総配水量(給水量)
×100

給水収益

年間総有収水量

給水人口

損益勘定職員数＋資本勘定職員数

170円/㎥

１日平均給水量(配水量)

給水人口

耐震化済施設（配水池＋浄水池）容量

施設（配水池＋浄水池）容量
× 100
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３　水道事業財務指標～直近５ヵ年の推移～

流動比率

営業収支比率
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４　【参考】平成29年度水道事業財務指標～中核市平均値との比較～

指標 単位 松山市 平均 説明 算定式 備考

自己資本構成比率

(平成29年度)
％ 87.7 68.7

総資本に対する自己資本の割合で

財務の安全性を見る指標
高い方が良い

固定比率

(平成29年度)
％ 98.0 128.9

固定資産を自己資本でどの程度賄っているかを

示す財務構造の安定度(安全性)を見る指標

・理想　　　　　100%未満

・健全　　　　　100%～120%

・過剰投資　　200%以上

低い方が良い

流動比率

（平成29年度）
％ 840.5 297.3

流動負債に対する流動資産の割合で、

短期債務に対する支払い能力を示す

もの(理想比率は 200％以上)

高い方が良い

営業収支比率

（平成29年度）
％ 123.5 111.5

営業収益の営業費用に対する割合で、

本来の営業活動の収益力を見る指標

(100％を一定程度上回る必要あり)

高い方が良い

利子負担率

(平成29年度)
％ 2.1 2.0 有利子負債に対する支払利息の割合 低い方が良い

企業債元利償還金

対料金収入比率

（平成29年度）

％ 14.4 27.1
料金収入に占める企業債元利償還金

の割合
低い方が良い

松山市 中核市平均

自己資本構成比率

固定比率
企業債元利償還金

対料金収入比率

利子負担率

営業収支比率

100％

50％
0％

50％

150％

50％

流動比率
1200％

600％

150％

100％

0％

5％

流動資産

流動負債
×100

営業収益

営業費用
×100

建設改良のための企業債元利償還金

給水収益
×100

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負債・資本合計
×100

固定資産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益
×100

支払利息＋企業債取扱諸費

平均（企業債＋借入金）
×100
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Ⅱ　簡易水道事業会計
１　簡易水道事業経営指標～直近５ヵ年の推移～
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　　簡易水道事業経営指標の説明と算定式

指標 単位 説明 算定式 備考

供給単価 円/ｍ3 有収水量(料金算定分)に対する給水

収益
低い方が良い

自己資本構成比率 ％
総資本に対する自己資本の割合で

財務の安全性を見る指標
高い方が良い

固定比率 ％

固定資産を自己資本でどの程度賄っているかを

示す財務構造の安定度(安全性)を見る指標

・理想　　　　　100%未満

・健全　　　　　100%～120%

・過剰投資　　200%以上

低い方が良い

流動比率 ％

流動負債に対する流動資産の割合で、

短期債務に対する支払い能力を示す

もの(理想比率は 200％以上)

高い方が良い

営業収支比率 ％

営業収益の営業費用に対する割合で、

本来の営業活動の収益力を見る指標

(100％を一定程度上回る必要あり)

高い方が良い

企業債元利償還金

対料金収入比率
％

料金収入に占める企業債元利償還金

の割合
低い方が良い

流動資産

流動負債
×100

営業収益

営業費用
×100

建設改良のための企業債元利償還金

給水収益
×100

給水収益

年間総有収水量

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負債・資本合計
×100

固定資産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益
×100
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Ⅲ　工業用水道事業会計
１　工業用水道事業経営指標～直近５ヵ年の推移～
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２　【参考】平成29年度工業用水道事業経営指標～類似団体平均値との比較～

指標 単位 松山市 平均 説明 算定式 備考

供給単価

(平成29年度)
円/ｍ

3 16.0 27.5
有収水量(料金算定分)に対する給水

収益
低い方が良い

自己資本構成比率

(平成29年度)
％ 93.5 72.8

総資本に対する自己資本の割合で

財務の安全性を見る指標
高い方が良い

固定比率

(平成29年度)
％ 66.3 109.2

固定資産を自己資本でどの程度賄っているかを

示す財務構造の安定度(安全性)を見る指標

・理想　　　　　100%未満

・健全　　　　　100%～120%

・過剰投資　　200%以上

低い方が良い

流動比率

（平成29年度）
％ 3,091.2 688.0

流動負債に対する流動資産の割合で、

短期債務に対する支払い能力を示す

もの(理想比率は 200％以上)

高い方が良い

営業収支比率

（平成29年度）
％ 146.5 100.6

営業収益の営業費用に対する割合で、

本来の営業活動の収益力を見る指標

(100％を一定程度上回る必要あり)

高い方が良い

企業債元利償還金

対料金収入比率

（平成29年度）

％ 2.0 23.2
料金収入に占める企業債元利償還金

の割合
低い方が良い

松山市 類似団体平均

流動資産

流動負債
×100

営業収益

営業費用
×100

建設改良のための企業債元利償還金

給水収益
×100

給水収益

年間総有収水量

供給単価

自己資本構成比率

固定比率

流動比率

営業収支比率

企業債元利償還金

対料金収入比率

200％

0円/㎥

5,000％

100％30円/㎥

50％

0％2,500％
200％

100％

0％

100％

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負債・資本合計
×100

固定資産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益
×100
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Ⅳ　公共下水道事業会計
　１　公共下水道事業財務指標～直近５ヵ年の推移～

剰余金合計
負債資本合計

処理区域内人口１人当たり借入金残高

損益勘定職員１人当たり使用料収入

有収水量１立米当たり汚水維持管理費
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（円） （％）
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0.0

0

0.00

・経常収支比率は、平成27年度から附帯事業に係る収益及び費用を加算し、算出している。
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２　【参考】平成29年度公共下水道事業財務指標～中核市平均値との比較～

項
目 指標 単位 松山市 平均※１ 説明 算定式 備考

収

益

性

経常収支比率

(平成29年度)
％ 110.1 108.3

経常費用が経常収益でどの程度賄わ

れているかを示す指標
高い方が良い

安

全

性

①

自己資本構成比率

(平成29年度末)
％ 51.2 57.5

総資本に対する自己資本の割合で財

務の安全性を見る指標
高い方が良い

安

全

性

②

処理区域内人口１人

当たり借入金残高

（平成29年度末）

千円／人 400 193

現在の処理区域内人口１人当たり、

どれだけ借入金残高（企業債残高＋

他会計借入金残高）があるかを示す

指標

低い方が良い

生

産

性

損益勘定職員１人

当たり使用料収入

（平成29年度）

千円／人 114,453 100,535

損益勘定職員（維持管理部門に従

事する職員）１人当たりの生産性につ

いて、使用料収入を基準として把握す

るための指標

高い方が良い

コ

ス

ト

有収水量１㎥

当たり汚水維持管理費

(平成29年度)

円／㎥ 57.7 66.8

有収水量１㎥当たりに対し、どれだけ

汚水維持管理費に要する経費がかかっ

ているかを示す指標

低い方が良い

効

率

性

水洗化率

（平成29年度末）
％ 92.5 95.0

現在の処理区域内人口のうち、実際に

水洗便所を設置して汚水を下水道で

処理している人口の比率を示す指標

高い方が良い

松山市 中核市平均

経常収支比率

自己資本構成比率水洗化率

有収水量1㎥

当たり汚水維持管理費

損益勘定職員１人

当たり使用料収入

150％

75％
100％ 80％

40％50％

処理区域内人口１人

当たり借入金残高

50千円

450千円

205,000千円

102,500千円

40円

70円

営業収益＋営業外収益

営業費用＋営業外費用
×100

自己資本金＋剰余金

負債・資本合計
×100

現在水洗便所設置済人口

現在処理区域内人口
×100

汚水処理費（維持管理費）

年間有収水量

借入金残高

現在処理区域内人口

下水道使用料収入

損益勘定所属職員数

収益性

安全性 ①

安全性②

生産性

コスト

効率性

※１ 中核市平均（地方公営企業法適用済み・41事業者）の各指標値は、総務省ホームページに掲載される平成29年度地方公営企業決算状況調査データを

参考に、加重平均で算出した。

※２ 営業外の収益及び費用には、附帯事業の収益及び費用をそれぞれ含む。

※２

※２
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